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【手続補正書】
【提出日】平成20年4月15日(2008.4.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　いずれの例においても、上部電極は、コプレーナ導波路構造の伝送線路の一部をなして
いる。上部電極は、関連回路に接続される。上部電極によって関連回路に接続される少な
くとも２つのＦＢＡＲは、共通の下部電極を有している。また、いずれの例においても、
２つの直列ＦＢＡＲ１０の各上部電極２４は、コプレーナ導波路構造の伝送線路における
信号線路の一部をなしている。信号線路は、２つの接地電極２７の間に配置されている。
２つの直列ＦＢＡＲ１０の各上部電極２４は、関連回路に接続される。また、上部電極２
４によって関連回路に接続される２つの直列ＦＢＡＲ１０は、共通の下部電極２５を有し
ている。
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